
絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律施行規則等の

一部改正の内容（案） 

 

１． 登録機関に関する事項 

① 機関登録の申請書に添付する書類は、以下のとおりとする。 

イ 定款又は寄附行為及び登記簿の謄本又はこれらに準ずるもの 

ロ 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目

録又はこれらに準ずるもの（申請の日の属する事業年度に設立された法人にあっては、その

設立時における財産目録） 

ハ 申請者が法人である場合には、登録の申請に関する意思の決定を証する書類  

ニ 申請者が法第 23条第４項第１号及び第２号の規定に該当することを説明した書類 

ホ 申請者が現に行っている業務の概要を記載した書類  

ヘ 上に掲げるもののほか、その他参考となる事項を記載した書類 

 

② 登録関係事務の実施の方法 

法第 24条第２項の環境省令で定める方法は、次のとおりとする。 

イ 申請に係る個体等の種を同定すること 

ロ 申請に係る個体等が施行令第 4 条各号に掲げる要件のいずれかに適合することを確認す

ること 

ハ 申請に係る個体等が既に登録を受けたものでないことを確認すること 

 

③ 登録関係事務の実施に関する規程 

法第 24条第４項の登録関係事務の実施に関する規程に記載する事項は以下のとおりとする。 

イ 登録関係事務を行う時間及び休日に関する事項 

ロ 登録関係事務を行う事務所に関する事項 

ハ 登録関係事務の実施体制に関する事項 

ニ 施行令第４条各号に掲げる登録の要件に適合することを確認する書類に関する事項 

ホ １．②ハの確認の方法に関する事項 

ヘ 手数料の収納に関する事項 

ト 法第 24条第６項の登録機関の定める費用に関する事項 



チ 登録関係事務に関する秘密の保持に関する事項 

リ 登録関係事務に関する帳簿、書類等の管理に関する事項 

ヌ 上に掲げるもののほか、その他登録関係事務の実施に関し必要な事項 

 

④ 電磁的方法 

イ 法第 24 条第６項第３号に規定する環境省令で定める方法は、当該電磁的記録に記録され

た事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。 

ロ 法第 24 条第６項第４号に規定する環境省令で定める電磁的方法は、次に掲げる方法とす

る。  

ⅰ） 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が

送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録され

るもの 

ⅱ） 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことが

できる物をもって調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法 

 

⑤ 法第 24条第７項の帳簿 

イ 登録機関は、法第 24条第７項の帳簿を電子情報処理組織により処理するものとする。 

ロ 法第 24条第７項の環境省令で定める事項は、次のとおりとする。 

・ 登録の申請をした者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代

表者の氏名） 

・ 登録の申請を受けた年月日 

・ 申請に係る個体等の種名 

・ 生きている個体、卵、はく製その他の標本、個体の器官、個体の器官の加工品又はその他の

個体等の区分（個体の器官又はその加工品にあってはその区分及び名称） 

・ 申請に係る個体等の数量 

・ 申請に係る個体等の主な特徴 

・ 申請に係る個体等について、施行令第四条各号に掲げるもののうち該当する登録の要件 

・ 施行令第４条各号に掲げる登録の要件を確認した書類の種類 

・ 登録の可否又は審査の状況 



・ 登録を行った年月日 

・ 登録票の番号 

 

 

２． 認定機関に関する事項 

① 機関登録の申請書に添付する書類は、以下のとおりとする。 

イ 定款又は寄付行為及び登記簿の謄本又はこれらに準ずるもの 

ロ 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業年度末の財産目

録又はこれらに準ずるもの（申請の日の属する事業年度に設立された法人にあっては、その

設立時における財産目録） 

ハ 申請者が法人である場合には、登録の申請に関する意思の決定を証する書類  

ニ 申請者が法第 33条の８第４項第１号及び第２号の規定に該当することを説明した書類 

ホ 申請者が現に行っている業務の概要を記載した書類  

ヘ 上に掲げるもののほか、その他参考となる事項を記載した書類 

 

② 認定関係事務の実施の方法 

イ 法第 33 条の７第１項の規定による認定の申請に係る製品が特定国際種事業の届出等に関

する省令第７条第１項に定める製品であることを確認すること。 

ロ 認定の申請に係る製品の原材料である原材料器官等又は特定器官等に係る登録票又は管

理票の番号（申請者が直接輸入した場合にあっては、輸入貿易管理令第３条第１項の規定に

よる公表で一定の貨物の輸入について必要な事項として定める一定の手続を行ったことを

証する書類又は同令第４条第１項の規定による輸入の承認を受けたことを証する書類の番

号）を確認すること。 

ハ 認定の申請に係る製品の原材料である原材料器官等又は特定器官等の重量を登録機関（申

請者が直接輸入した場合にあっては、申請者）に確認すること。 

ニ 認定の申請に係る製品の原材料である原材料器官等又は特定器官等から既に製造され、認

定を受けた製品の総重量を確認し、その重量と認定の申請があった製品の重量の和が当該製

品の原材料である原材料器官等又は特定器官等の重量及び当該製品の形状等に勘案して適

当と認められる範囲内であることを確認すること。 

 



③ 認定関係事務の実施に関する規程 

法第 33 条の９第４項の認定関係事務の実施に関する規程に記載する事項は以下のとおりとす

る。 

イ 認定関係事務を行う時間及び休日に関する事項 

ロ 認定関係事務を行う事務所に関する事項 

ハ 認定関係事務の実施体制に関する事項 

ニ ２．②ハ及びニの確認の方法に関する事項 

ホ 手数料の収納に関する事項 

ヘ 法第 33条の９第６項の認定機関の定める費用に関する事項 

ト 認定関係事務に関する秘密の保持に関する事項 

チ 認定関係事務に関する帳簿、書類等の管理に関する事項 

リ 上に掲げるもののほか、認定関係事務の実施に関し必要な事項 

 

④ 電磁的方法 

イ 法第 33 条の９第６項第３号に規定する環境省令等で定める方法は、当該電磁的記録に記

録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。 

ロ 法第 33 条の９第６項第４号に規定する環境省令等で定める電磁的方法は、次に掲げる方

法とする。  

ⅰ） 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織を使用する方法であって、当該電気通信回線を通じて情報が

送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録され

るもの 

ⅱ） 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことが

できる物をもって調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法 

 

⑤ 法第 24条第７項の帳簿 

○ 認定機関は、法第 33条の９第７項の帳簿を電子情報処理組織により処理するものとする。 

○ 法第 33条の９第７項の環境省令等で定める事項は、次のとおりとする。 

・ 認定の申請をした者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代

表者の氏名） 



・ 認定の申請を受けた年月日 

・ 製品の種別及び重量 

・ 製品の原材料である原材料器官等の重量又は特定器官等の重量及び主な特徴  

・ 申請者に製品の原材料である原材料器官等又は特定器官等の譲渡し又は引渡しをした者の

住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）  

・ 譲受け又は引取りをした原材料器官等に係る登録票又は特定器官等に係る管理票の番号（申

請者が直接輸入した場合にあっては、輸入貿易管理令第３条第１項の規定による公表で一定

の貨物の輸入について必要な事項として定める一定の手続を行ったことを証する書類又は

同令第４条第１項の規定による輸入の承認を受けたことを証する書類の番号）  

・ 認定の可否又は審査の状況 

・ 認定を行った年月日 

・ 認定番号 

 


